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サービス別根拠法令 

１ 指定基準について 

 

 ２ 介護報酬の算定について 

 

サービス種別 根拠法令 

訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介

護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビ

リテーション、（介護予防）居宅療養管理指

導、通所介護、（介護予防）通所リハビリテ

ーション、（介護予防）短期入所生活介護、

（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）

特定施設入居者生活介護、（介護予防）福祉

用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売 

○指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例 

○指定介護予防サービス等の事業の人員、 

 設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準等を定める条例 

 

介護老人福祉施設 ○指定介護老人福祉施設の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例 

介護老人保健施設 ○介護老人保健施設の人員、施設及び設備

並びに運営に関する基準を定める条例 

介護医療院 ○介護医療院の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例 

サービス種別 根拠法令 

訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介

護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビ

リテーション、（介護予防）居宅療養管理指

導、通所介護、（介護予防）通所リハビリテ

ーション、（介護予防）短期入所生活介護、

（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）

特定施設入居者生活介護、（介護予防）福祉

用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売 

○指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準（12.2.10 厚生省告示第

19 号）【令 6.3.15 厚生労働省告示第 86

号】 

○指定介護予防サービスに要する費用の額

の算定に関する基準（18.3.14 厚生労働省

告示第 127 号【令 6.3.15 厚生労働省告示

第 86 号】 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介

護医療院、 

○指定施設サービス等に要する費用の額の

算定に関する基準（12.2.10 厚生省告示第

21 号）【令 6.3.15 厚生労働省告示第 86

号】 
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【 通所リハビリテーション 】 

 

１ 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第百三十七条 指定通所リハビリテーションの事業を行う者（以下「指定通所リハビリテーシ

ョン事業者」という。）が、当該事業を行う事業所（以下「指定通所リハビリテーション事

業所」という。）ごとに置くべき指定通所リハビリテーションの提供に当たる従業者（以下

「通所リハビリテーション従業者」という。）の員数は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 医師 指定通所リハビリテーションの提供に当たらせるために必要な一以上の数 

二 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護師若しくは准看護師（以下「看護

職員」という。）若しくは介護職員 次に掲げる基準を満たすために必要と認められる数 

イ 指定通所リハビリテーションの単位ごとに、利用者（当該指定通所リハビリテーショ

ン事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、指

定通所リハビリテーションの事業と指定介護予防通所リハビリテーションの事業とが

同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指

定通所リハビリテーション又は指定介護予防通所リハビリテーションの利用者。以下こ

の条及び次条において同じ。）の数が十人以下の場合はその提供を行う時間帯（以下こ

の条において「提供時間帯」という。）を通じて専ら当該指定通所リハビリテーション

の提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護職員若しくは介護

職員の数が一以上確保されていること、又は利用者の数が十人を超える場合は提供時間

帯を通じて専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法

士若しくは言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職員が利用者の数を十で除した数以

上確保されていること。 

ロ イに掲げる人員のうち専らリハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士が、利用者が百又はその端数を増すごとに一以上確保されているこ

と。 

２ 指定通所リハビリテーション事業所が診療所である場合は、前項第二号の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げるとおりとすることができる。 

一 指定通所リハビリテーションの単位ごとに、利用者の数が十人以下の場合は提供時間帯

を通じて専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士若

しくは言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職員が一以上確保されていること、又は利用

者の数が十人を超える場合は提供時間帯を通じて専ら当該指定通所リハビリテーション

の提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職

員が利用者の数を十で除した数以上確保されていること。 

二 前号に掲げる人員のうち専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療

法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は通所リハビリテーション若しくはこれに類する

サービスに一年以上従事した経験を有する看護師が、常勤換算方法で、〇・一以上確保さ

れること。 

３ 第一項第一号の医師は、常勤でなければならない。 

※下線部は令和６年度改正箇所 
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４ 指定通所リハビリテーション事業所が法第７２条第１項の規定により法第４１条第１項

本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院である場合につい

ては、介護老人保健施設基準第２条又は介護医療院基準第４条に規定する人員に関する基準

を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

５ 指定通所リハビリテーション事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業者の指

定を併せて受け、かつ、指定通所リハビリテーションの事業と指定介護予防通所リハビリテ

ーションの事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定介

護予防サービス等基準第百十七条第一項から第四項までに規定する人員に関する基準を満

たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなす。 

 

 

２ 人員に関する基準に係る留意事項 

（１）指定通所リハビリテーション事業所 

 ① 医師 

イ 専任の常勤医師が１人以上勤務していること。 

  ロ 指定通所リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、

病院又は診療所（医師について介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準を満た

す余力がある場合に限る。）と併設されているものについては、当該病院又は診療所

の常勤医師との兼務で差し支えない。 

  ハ 指定通所リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、

当該介護老人保健施設又は当該介護医療院に常勤医師として勤務している場合には、

常勤の要件として足るものである。 

    また、指定通所リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であ

って、病院又は診療所（医師について介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準

を満たす余力がある場合に限る。）と併設されている事業所において指定通所リハビ

リテーション事業所の医師が、当該病院又は当該診療所の常勤医師と兼務している

場合でも、常勤の要件として足るものである。 

  ニ 指定通所リハビリテーション事業所のみなし指定を受けた介護老人保健施設又は

介護医療院においては、当該介護老人保健施設又は当該介護医療院の医師の配置基

準を満たすことをもって、通所リハビリテーション事業所の医師の常勤配置に係る

基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

② 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護師、准看護師若しくは介護職員 

条例第１３７条第１項第２号ロに掲げる人員について、所要時間１時間から２時間の

指定通所リハビリテーションを行う場合であって、定期的に適切な研修（※）を修了し

ている看護師、准看護師、柔道整復師又はあん摩マッサージ師がリハビリテーションを

提供する場合は、これらの者を当該単位におけるリハビリテーションの提供に当たる理

学療法士等として計算することができる。 

 

（※）「研修」  
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   運動器リハビリテーションに関する理論、評価法等に関する基本的内容を含む研修

会であって、関係学会等により開催されているものを指す。具体的には、日本運動器リ

ハビリテーション学会の行う運動器リハビリテーションセラピスト研修、全国病院理

学療法協会の行う運動療法機能訓練技能講習会が該当する。 

 

（２）指定通所リハビリテーション事業所が診療所である場合 

 ① 医師 

  イ 利用者数が同時に１０人を超える場合にあっては、（１）①を準用すること。 

  ロ 利用者数が同時に１０人以下の場合にあっては、以下の要件に適合していること。 

    ・専任の医師が１人勤務していること。 

    ・利用者数は、専任の医師１人に対し１日４８人以内であること。 

 

② 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護師、准看護師若しくは介護職員 

    所要時間１時間から２時間の通所リハビリテーションを行う場合の考え方につい

ては、指定通所リハビリテーション事業所が診療所以外である場合と同様であるので、

（１）②を参考とすること。 

 

③ 経験を有する看護師 

経験を有する看護師とは、以下イ～ニの保健医療機関等において、それらに１年以上

従事した者であること。 

イ 診療報酬の算定方法に定める重度認知症患者デイケア、精神科デイケア、脳血管

疾患等リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料に係る施設基準の届出

を行った保険医療機関等 

ロ 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成１２年厚生省

告示第１９号）に定める通所リハビリテーションに係る施設基準の届出を行った

指定通所リハビリテーション事業所 

ハ 「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成１８年厚

生労働省告示第１２７号）に定める介護予防通所リハビリテーションに係る施設

基準の届出を行った指定介護予防通所リハビリテーション事業所 

二 「厚生労働大臣が定める特定診療費及び特別診療費に係る指導管理等及び単位数」

（平成１２年厚生省告示第３０号）に定める理学療法、作業療法に係る施設基準の

届出を行った介護保険施設 

 

（３）７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連続して延長サー

ビスを行う場合 

   事業所の実情に応じて、適当数の従業者を配置するものとする。 

 

（４）同一事業所で複数の単位の指定通所リハビリテーションを同時に行う場合 

   同時に行われる単位の数の常勤の従業者が必要となる。 

○指定通所リハビリテーションの「単位」 
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    同時に、一体的に提供される指定通所リハビリテーションをいう。 

    例えば、以下の場合は「２単位」として扱われ、それぞれの単位ごとに必要な従業

者を確保する必要がある。 

イ 指定通所リハビリテーションが同時に一定の距離を置いた２つの場所で行わ

れ、これらのサービス提供が一体的に行われているといえない場合 

ロ 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所リハビリテーションを提供する

場合 

 

（５）従事者１人が１日に行うことができる指定通所リハビリテーション 

   従事者１人が１日に行うことができる指定通所リハビリテーションは、２単位まで

とする。ただし、所要時間１時間から２時間までの指定通所リハビリテーションについ

ては、０．５単位として取り扱う。 

 

（６）利用者の数又は利用定員について 

   利用者の数又は利用定員は、単位ごとの指定通所リハビリテーションについての利

用者の数又は利用定員をいうものであり、利用者の数は実人員、利用定員は、あらかじ

め定めた利用者の数の上限をいうものである。 

例えば、１日のうちの午前の提供時間帯に利用者１０人に対して指定通所リハビリ

テーションを提供し、午後の提供時間帯に別の利用者１０人に対して指定通所リハビ

リテーションを提供する場合であって、それぞれの指定通所リハビリテーションの定

員が１０人である場合には、当該事業所の利用定員は１０人、必要となる従業者の員数

は午前午後それぞれ１人ということとなり、人員算定上午前の利用者と午後の利用者

の数が合算されるものではない。 
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３ 設備に関する基準 

第百三十八条 指定通所リハビリテーション事業所は、指定通所リハビリテーションを行

うにふさわしい専用の部屋等であって、三平方メートルに利用定員を乗じた面積以上の

ものを有しなければならない。ただし、当該指定通所リハビリテーション事業所が介護

老人保健施設又は介護医療院である場合にあっては、当該専用の部屋等の面積に利用者

用に確保されている食堂（リハビリテーションに供用されるものに限る。）の面積を加

えるものとする。 

２ 指定通所リハビリテーション事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設

備並びに指定通所リハビリテーションを行うために必要な専用の機械及び器具を備え

なければならない。 

３ 指定通所リハビリテーション事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業者

の指定を併せて受け、かつ、指定通所リハビリテーションの事業と指定介護予防通所リ

ハビリテーションの事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につ

いては、指定介護予防サービス等基準第百十八条第一項及び第二項に規定する設備に関

する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなす。 

 

 

４ 設備に関する基準に係る留意事項 

（１）指定通所リハビリテーション事業所ごとに備える設備については、専ら指定通所リハ

ビリテーション事業の用に供するものでなければならないこととされているが、病院、

診療所、介護老人保健施設又は介護医療院が互いに併設される場合（同一敷地内にある

場合、又は公道をはさんで隣接している場合をいう。）であって、そのうちの複数の施

設において、指定通所リハビリテーション事業を行う場合には、以下の条件に適合する

ときは、それぞれの指定通所リハビリテーションを行うためのスペースが同一の部屋

等であっても差し支えないものとする。  

①当該部屋等において、それぞれの指定通所リハビリテーションを行うためのスペー

スが明確に区分されていること。  

②それぞれの指定通所リハビリテーションを行うためのスペースが、以下の面積要件

を満たしていること。  

  ３平方メートルに利用定員を乗じた面積以上であるものを有すること。ただし、介

護老人保健施設又は介護医療院の場合は、当該専用の部屋等の面積に利用者用に確

保されている食堂（リハビリテーションに供用されるものに限る。）の面積を加える

ものとすること。 

 

（２）指定通所リハビリテーションを行うためのスペースと、当該指定通所リハビリテーシ

ョン事業所と併設の関係にある特別養護老人ホーム、社会福祉施設等における指定通

所介護の機能訓練室等との関係 

   指定通所介護事業所の機能訓練室等と、指定通所介護事業所と併設の関係にある病

院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院における指定通所リハビリテーション等

を行うためのスペースについて共用する場合にあっては、以下の条件に適合すること
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をもって、これらが同一の部屋等であっても差し支えないものとする。  

イ 当該部屋等において、指定通所介護事業所の機能訓練室等と指定通所リハビリテ

ーション等を行うためのスペースが明確に区分されていること。  

ロ 指定通所介護事業所の機能訓練室等として使用される区分が、指定通所介護事業

所の設備基準を満たし、かつ、指定通所リハビリテーション等を行うためのスペース

として使用される区分が、指定通所リハビリテーション事業所等の設備基準を満た

すこと。 

    また、玄関、廊下、階段、送迎車両など、基準上は規定がないが、設置されるもの

についても、利用者へのサービス提供に支障がない場合は、共用が可能である。 

    なお、設備を共用する場合、指定通所介護事業者は、事業所において感染症が発生

し、又はまん延しないように必要な措置を講じるよう努めなければならないと定め

ているところであるが、衛生管理等に一層努めること。 

 

（３）保険医療機関が医療保険の脳血管疾患等リハビリテーション料、運動器リハビリテー

ション料又は呼吸器リハビリテーション料を算定すべきリハビリテーションの届出を

行っており、当該保険医療機関において、指定通所リハビリテーション（１時間以上２

時間未満に限る）又は指定介護予防通所リハビリテーションを実施する場合には、医療

保険の脳血管疾患等リハビリテーション料、廃用症候群リハビリテーション料、運動器

リハビリテーション料又は呼吸器リハビリテーション料を算定すべきリハビリテーシ

ョンを受けている患者と介護保険の指定通所リハビリテーション又は指定介護予防通

所リハビリテーションの利用者に対するサービス提供に支障が生じない場合に限り、

同一のスペースで行うことも差し支えない。 

この場合、医療保険のリハビリテーションの患者数に関わらず、常時、３平方メート

ルに指定通所リハビリテーションの利用者数（指定通所リハビリテーションの事業と

指定介護予防通所リハビリテーションの事業とが同一の事業所において一体的に運営

されている場合にあっては、指定通所リハビリテーションの利用者数と指定介護予防

通所リハビリテーションの利用者数の合計数）を乗じた面積以上とする。 

なお、機器及び機具は、サービス提供時間に関わらず、各サービスの提供に支障が生

じない場合に限り、共用して差し支えない。 

 

（４）共生型サービス又は基準該当サービスとして障害福祉サービスにおける機能訓練（自

立訓練）を行う場合においては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律及び関係規定に基づき適切に実施すること。 

   なお、施設基準を満たすにあたっては、通所リハビリテーションの利用者数に、障害

福祉サービスの利用者数を合算することとし、利用者に対するサービス提供が適切に

行われると認められる場合において、設備を共有することは差し支えない。 

 

（５）消火設備その他の非常災害に際して必要な設備とは、消防法その他の法令等に規定さ

れた設備を示しており、それらの設備を確実に設置しなければならないものである。 
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５ 運営に関する基準 （主に令和６年度変更点抜粋） 

（指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針） 

第百四十条 指定通所リハビリテーションの方針は、次の各号に掲げるところによ

る。 

一 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、医師の指示及び次条第一項

に規定する通所リハビリテーション計画に基づき、利用者の心身の機能の維持回

復を図り、日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行うこと。 

二 通所リハビリテーション従業者は、指定通所リハビリテーションの提供に当た

っては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、リハビリテ

ーションの観点から療養上必要とされる事項について、理解しやすいように指導

又は説明を行うこと。 

三 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 

四 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

五 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、常に利用者の病状、心身の

状況及びその置かれている環境の的確な把握に努め、利用者に対し適切なサービ

スを提供すること。特に、認知症である要介護者に対しては、必要に応じ、その

特性に対応したサービス提供ができる体制を整えること。 

六 指定通所リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議の開催によ

り、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報

を構成員と共有するよう努め、利用者に対し、適切なサービスを提供すること。 

 

＜留意事項＞ 

緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件

を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎

重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておくことが必要となる。 

 

（通所リハビリテーション計画の作成） 

第百四十一条 医師及び理学療法士、作業療法士その他専ら指定通所リハビリテーシ

ョンの提供に当たる通所リハビリテーション従業者（以下「医師等の従業者」とい

う。）は、診療又は運動機能検査、作業能力検査等を基に、共同して、利用者の心

身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、リハビリテーションの目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した通所リハビリテ

ーション計画を作成しなければならない。 

２ 通所リハビリテーション計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合

は、当該計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 医師等の従業者は、通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、その内容

について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならな
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い。 

４ 医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した利用

者に係る通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該医療機関が作成し

たリハビリテーション実施計画書等により、当該利用者に係るリハビリテーション

の情報を把握しなければならない。 

５ 医師等の従業者は、通所リハビリテーション計画を作成した際には、当該通所リ

ハビリテーション計画を利用者に交付しなければならない。 

６ 通所リハビリテーション従業者は、それぞれの利用者について、通所リハビリテ

ーション計画に従ったサービスの実施状況及びその評価を診療記録に記載するも

のとする。 

７ 指定通所リハビリテーション事業者が指定訪問リハビリテーション事業者の指

定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議（医師が参加した場合に限る。）

の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境に

関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーショ

ンの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性の

とれた通所リハビリテーション計画を作成した場合については、第八十六条第一項

から第五項までに規定する運営に関する基準を満たすことをもって、第一項から第

五項までに規定する基準を満たしているものとみなす。 

 

＜留意事項＞ 

医療機関から退院した利用者に対し通所リハビリテーション計画を作成す

る場合には、医療と介護の連携を図り、連続的で質の高いリハビリテーション

を行う観点から、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等を

入手し、当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならな

い。 

その際、リハビリテーション実施計画書以外の退院時の情報提供に係る文書

を用いる場合においては、当該文書にリハビリテーション実施計画書の内容

（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組に

ついて」の別紙様式２－２－１の項目である「本人・家族等の希望」「健康状

態、経過」「心身機能・構造」「活動」「リハビリテーションの短期目標」「リ

ハビリテーションの長期目標」「リハビリテーションの方針」「本人・家族へ

の生活指導の内容（自主トレ指導含む）」「リハビリテーション実施上の留意

点」「リハビリテーションの見直し・継続理由」「リハビリテーションの終了

目安」）が含まれていなければならない。 

ただし、当該医療機関からリハビリテーション実施計画書等が提供されない

場合においては、当該医療機関の名称及び提供を依頼した日付を記録に残すこ

と。 
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（業務継続計画の策定等）※第百四十六条で準用 

第三十条の二 指定通所リハビリテーション事業者は、感染症又は非常災害の発生時

において、利用者に対する指定通所リハビリテーションの提供を継続的に実施し、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定通所リハビリテーション事業者は、通所リハビリテーション従業者に対し、

業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しな

ければならない。 

３ 指定通所リハビリテーション事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、

必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

 

＜留意事項＞ 

感染症に係る業務継続計画、感染症の予防及びまん延の防止のための指針、災

害に係る業務継続計画並びに非常災害に関する具体的計画については、それぞれ

に対応する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差

し支えない。 

 

（掲示）※第百四十六条で準用 

第三十四条 指定通所リハビリテーション事業者は、指定通所リハビリテーション事

業所の見やすい場所に、第百四十三条に規定する重要事項に関する規程の概要、通

所リハビリテーション従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択

に資すると認められる重要事項（以下この条において単に「重要事項」という。）

を掲示しなければならない。 

２ 指定通所リハビリテーション事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定通所

リハビリテーション事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧

させることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定通所リハビリテーション事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。   ※第３項の規定は、令和７年４月１日から義務化。 

 

＜留意事項＞ 

ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システム

のことをいう。なお、指定通所リハビリテーション事業者は、重要事項の掲示及

びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次に掲げる点に留意する必要がある。 

ハ 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の４４各

号に掲げる基準に該当する指定通所リハビリテーション事業所については、

介護サービス情報制度における報告義務の対象ではないことから、基準省令

第３２条第３項の規定によるウェブサイトへの掲載は行うことが望ましい

こと。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、同条第１項の規定に

よる掲示は行う必要があるが、これを同条第２項や居宅基準第２１７条第１

項の規定に基づく措置に代えることができること。 
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※施行規則第１４０条の４４各号に掲げる基準 

①年間の居宅介護サービス費の支給の対象となるサービスの対価として支払

いを受けた金額が１００万円以下であるもの 

②災害その他都道府県知事に対し報告を行うことができないことにつき正当

な理由があるもの 

 

（記録の整備） 

第百四十五条 指定通所リハビリテーション事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定通所リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定通所リハビリテーシ

ョンの提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存

しなければならない。 

一 通所リハビリテーション計画 

二 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 

三 第百四十条第四号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係る記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等の記録 

六 次条において準用する第四十条第二項の規定による事故の状況及び事故に際

してとった処置についての記録 

 

＜留意事項＞ 

指定通所リハビリテーションの提供に関する記録には診療記録及びリハビリ

テーション会議の記録が含まれる。 
 

 

◎令和６年４月１日から義務化した運営基準 

・運営規程に虐待の防止に係る措置を定めること 

・従業者に認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じる

こと 

・業務継続計画を策定等すること 

・感染症の予防及びまん延の防止のための措置を講じること 

・虐待の防止に係る措置を講じること。 
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６ 報酬について（令和６年度変更点抜粋） 

（１）通所リハビリテーション費 

＜算定要件＞ 

イ 通常規模型通所リハビリテーション費を算定すべき指定通所リハビリテーションの

施設基準 次のいずれかに適合していること。 

（１）次に掲げる基準のいずれにも適合していること。 

（一）前年度の１月当たりの平均利用延人員数（指定介護予防通所リハビリテーション

事業所の指定を併せて受け、かつ、一体的に事業を実施している場合は、当該指定

介護予防通所リハビリテーション事業所における前年度の１月当たりの平均利用

延人員数を含む。以下同じ。）が７５０人以内の指定通所リハビリテーション事業所

であること。 

（二）指定居宅サービス等基準第１１２条に定める設備に関する基準に適合しているこ

と。 

（２）次に掲げる基準のいずれにも適合していること。 

（一）（１）（一）に該当しない事業所であること。 

（二）（１）（二）に該当する事業所であること。 

（三）指定通所リハビリテーション事業所における利用者の総数のうち、リハビリテー

ションマネジメント加算を算定した利用者の占める割合が１００分の８０以上で

あること。 

（四）当該指定通所リハビリテーション事業所の利用者の数が１０人以下の場合は、専

ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士若しく

は言語聴覚士が１以上確保されていること、又は、利用者の数が１０人を超える場

合は、専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法

士若しくは言語聴覚士が、利用者の数を１０で除した数以上確保されていること。 

ロ 大規模型通所リハビリテーション費を算定すべき指定通所リハビリテーションの施

設基準 

（１）イ（１）（一）に該当しない事業所であること。 

（２）イ（１）（二）に該当する事業所であること。 

（３）イ（２）（三）及び（四）に該当しない事業所であること。 

 

＜留意事項＞ 

⑤平均利用延人員数が７５０人超の事業所であっても、算定する月の前月において、以下

に示す基準を満たしている場合は、通常規模型通所リハビリテーション費を算定するこ

とができる。 

ａ 利用者の総数のうち、リハビリテーションマネジメント加算を算定した利用者の割

合が８０％以上であること。利用者の総数とは、前月に当該事業所において通所リハ

ビリテーションを利用することを通所リハビリテーション計画上位置づけている者

の人数とする。 

ｂ 「専ら当該通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士（以下「理学療法士等」とする。）が、利用者の数を１０で除した数以上確保
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されていること」の要件の算出式は以下の通りとする。 

（通所リハビリテーション計画に位置付けられた利用時間×各利用時間の利用人数）の合計（※１）

理学療法士等の通所リハビリテーション事業所における勤務時間の合計（※２）
≤１０  

（※１）各利用時間の下限で計算する。（例：２～３時間利用の利用者が４人の場合、

２（時間）×４（人）として計算。） 

（※２）所定労働時間のうち通所リハビリテーション事業所の業務に従事することと

されている時間とし、必ずしも利用者に対し通所リハビリテーションを提供し

ている時間に限らないことに留意する。 

 

（２）高齢者虐待防止措置未実施減算 

別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号・２４の２）を満

たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の１００分の１に相

当する単位数を所定単位数から減算する。 

 

＜算定要件＞ 

指定居宅サービス等基準第１１９条において準用する指定居宅サービス等基準第３７

条の２に規定する基準に適合していること。 

 

＜留意事項＞ 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場合

ではなく、指定居宅サービス基準第３７条の２（指定居宅サービス等基準第３９条の３に

おいて準用する場合を含む。）に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について

所定単位数から減算することとなる。具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討す

る委員会を定期的に開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高

齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適

正に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府

県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県

知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間につい

て、利用者全員について所定単位数から減算することとする。 

 

（３）業務継続計画未策定減算 

別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号・２４の３）を満

たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の１００分の１に相当する

単位数を所定単位数から減算する。 

 

＜算定要件＞ 

指定居宅サービス等基準第１１９条において準用する指定居宅サービス等基準第３０

条の２第１項に規定する基準に適合していること。 

 

＜留意事項＞ 
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業務継続計画未策定減算については、指定居宅サービス等基準第１０５条又は第１０５

条の３において準用する第３０条の２第１項に規定する基準を満たさない事実が生じた

場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）か

ら基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、

所定単位数から減算することとする。 

なお、経過措置として、令和７年３月３１日までの間、感染症の予防及びまん延の防止

のための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定している場合には、当該減算は適用

しないが、義務となっていることを踏まえ、速やかに作成すること。 

 

（４）感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合

の取扱いについて 

＜令和６年３月２１厚生労働省老健局老人保健課発事務連絡（抜粋）＞ 

新型コロナウイルス感染症を理由とした利用者数の減少による３％加算、規模区分の特

例の取扱いについて、令和６年４月届出提出分（３月減少分）をもって終了する。 

なお、今後新たに３％加算・規模区分の特例の対象となる感染症等が発生した場合は、

対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知らせする。 

 

（５）入浴介助加算 

別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号・２４の５）に適

合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、

老健局長が定める様式による届出を行い、かつ、当該基準による入浴介助を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、1 日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

イ 入浴介助加算（Ⅰ） ４０単位 

ロ 入浴介助加算（Ⅱ） ６０単位 

 

＜算定要件＞ 

イ 入浴介助加算（Ⅰ） 入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行わ

れる入浴介助であること。 

ロ 入浴介助加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）イに掲げる基準に適合すること。 

（２）医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士若しくは介護支援専門員又は利用者の

動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、地域包括支援セ

ンターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者（以下「医師等」

という。）が利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を

評価し、かつ、当該訪問において、当該居宅の浴室が、当該利用者自身又はその家族

等の介助により入浴を行うことが難しい環境にあると認められる場合は、訪問した医

師等が、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又は指定福祉用具貸与事業所若し

くは指定特定福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貸与若

しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。ただし、医師等
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による利用者の居宅への訪問が困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が利用

者の居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室における当該利用者の動

作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価及び助言を行っても差し支えないもの

とする。 

（３）当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、医師等との連携の下で、

利用者の身体の状況、訪問により把握した当該利用者の居宅の浴室の環境等を踏まえ

て個別の入浴計画を作成すること。ただし、個別の入浴計画に相当する内容を通所リ

ハビリテーション計画に記載することをもって、個別の入浴計画の作成に代えること

ができる。 

（４）（３）の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境（利用者の

居宅の浴室の手すりの位置や、使用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、当該事業

所の浴室に福祉用具等を設置することにより、利用者の居宅の浴室の状況を再現して

いるものをいう。）で、入浴介助を行うこと。 

 

＜留意事項＞ 

イ 入浴介助加算（Ⅱ）について 

②入浴介助加算（Ⅱ）は、利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは居宅で入浴

介助を行うことが想定される訪問介護員等（以下「家族・訪問介護員等」という。）の

介助によって入浴ができるようになることを目的とし、以下ａ～ｃを実施することを

評価するものである。なお、入浴介助加算（Ⅱ）の算定に関係する者は、利用者の状

態に応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助により尊厳を保持しつつ入浴ができ

るようになるためには、どのような介護技術を用いて行うことが適切であるかを念頭

に置いた上で、ａ～ｃを実施する。 

ａ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者

の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指

導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を

有する者（以下「医師等」という。）が利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利

用者の動作及び浴室の環境を評価する。その際、当該利用者の居宅を訪問し評価し

た者が、入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自

身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが可能であると判断した

場合、指定通所リハビリテーション事業所に対しその旨情報共有する。また、当該

利用者の居宅を訪問し評価した者が、指定通所リハビリテーション事業所の従業者

以外の者である場合は、書面等を活用し、十分な情報共有を行うよう留意すること。 

 

※当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づい

て、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により

入浴を行うことが難しいと判断した場合は、指定居宅介護支援事業所の介護支援

専門員又は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定特定福祉用具販売事業所の福

祉用具専門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を担当する介護支援専門員等

に対し、福祉用具の貸与若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助

言を行う。 
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なお、医師等が訪問することが困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が

居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室における利用者の動作及び

浴室の環境を踏まえ、医師等が評価及び助言を行うこともできることとする。ただ

し、情報通信機器等の活用については、当該利用者等の同意を得なければならない

こと。また、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個

人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

ｂ 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士、又は言語聴覚士

が、医師との連携の下で、当該利用者の身体の状況や訪問により把握した当該利用

者の居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成する。なお、個別の入浴

計画に相当する内容を通所リハビリテーション計画の中に記載する場合は、その記

載をもって個別の入浴計画の作成に代えることができるものとする。 

ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴

介助を行う。なお、利用者の居宅の浴室の状況に近い環境については、大浴槽等に

おいても、手すりなど入浴に要する福祉用具等を活用し、浴室の手すりの位置や使

用する浴槽の深さ及び高さ等を踏まえることで、利用者の居宅の浴室環境の状況を

再現していることとして差し支えないこととする。また、入浴介助を行う際は、関

係計画等の達成状況や利用者の状態をふまえて、自身で又は家族・訪問介護員等の

介助によって入浴することができるようになるよう、必要な介護技術の習得に努

め、これを用いて行われるものであること。なお、必要な介護技術の習得にあたっ

ては、既存の研修等を参考にすること。 

 

（６）リハビリテーションマネジメント加算 

別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号・２５）に適合し

ているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った指定通所リハビリテーション事業所の医師、理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同し、継続的にリハビリテーション

の質を管理した場合は、リハビリテーションマネジメント加算として、次に掲げる区分に

応じ、1 月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。さらに、通所リハビリテー

ション計画について、指定通所リハビリテーション事業所の医師が利用者又はその家族に

対して説明し、利用者の同意を得た場合、１月につき２７０単位を加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

せず、栄養アセスメント加算又は口腔機能向上加算（Ⅰ）若しくは口腔機能向上加算（Ⅱ）

ロを算定している場合は、リハビリテーションマネジメント加算（ハ）は算定しない。 

イ リハビリテーションマネジメント加算（イ） 

（１）通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得

た日の属する月から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理し

た場合 ５６０単位 

（２）当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管

理した場合 ２４０単位 
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ロ リハビリテーションマネジメント加算（ロ） 

（１）通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得

た日の属する月から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理し

た場合 ５９３単位 

（２）当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管

理した場合 ２７３単位 

ハ リハビリテーションマネジメント加算（ハ） 

（１）通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得

た日の属する月から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理し

た場合 ７９３単位 

（２）当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管

理した場合 ４７３単位 

 

＜算定要件＞ 

イ リハビリテーションマネジメント加算（イ） 次に掲げる基準のいずれにも適合する

こと。 

（１）リハビリテーション会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から

利用者の状況等に関する情報を構成員と共有し、当該リハビリテーション会議の内容

を記録すること。 

（２）通所リハビリテーション計画について、当該計画の作成に関与した医師、理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意

を得ること。ただし、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が説明した場合は、説

明した内容等について医師へ報告すること。 

（３）通所リハビリテーション計画の作成に当たって、当該計画の同意を得た日の属する

月から起算して６月以内の場合にあっては１月に１回以上、６六月を超えた場合にあ

っては３月に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化に応

じ、通所リハビリテーション計画を見直していること。 

（４）指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

介護支援専門員に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者の有

する能力、自立のために必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関する情報提供を

行うこと。 

（５）次のいずれかに適合すること。 

（一）指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

居宅サービス計画に位置付けた指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに

該当する事業に係る従業者と指定通所リハビリテーションの利用者の居宅を訪問

し、当該従業者に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、介護の工

夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。 

（二）指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

指定通所リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、リハビリ

テーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の

留意点に関する助言を行うこと。 
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（６）（１）から（５）までに掲げる基準に適合することを確認し、記録すること。 

ロ リハビリテーションマネジメント加算（ロ） 次に掲げる基準のいずれにも適合する

こと。 

（１）イ（１）から（６）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（２）利用者ごとの通所リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働省に提出

し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリテーションの適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

ハ リハビリテーションマネジメント加算（ハ） 次に掲げる基準のいずれにも適合する

こと。 

（１）ロ（１）及び（２）に掲げる基準に適合すること。 

（２）当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置して

いること。 

（３）言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

（４）利用者ごとに、医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職

員、介護職員その他の職種の者が共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状

態のリスク及び解決すべき課題を把握することをいう。）を実施し、当該利用者又はそ

の家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ対応すること。 

（５）通所介護費等算定方法第２号に規定する基準（定員超過利用・人員基準欠如）に該

当しないこと。 

（６）利用者ごとに、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員がその他の職種の者と共同し

て口腔の健康状態を評価し、当該利用者の口腔の健康状態に係る解決すべき課題の把

握を行っていること。 

（７）利用者ごとに、医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、歯科衛

生士、看護職員、介護職員その他の職種の者（以下「関係職種」という。）が、通所リ

ハビリテーション計画等の内容等の情報その他リハビリテーションの適切かつ有効

な実施のために必要な情報、利用者の栄養状態に関する情報及び利用者の口腔の健康

状態に関する情報を相互に共有すること。 

（８）（７）で共有した情報を踏まえ、必要に応じて通所リハビリテーション計画を見直し、

当該見直しの内容を関係職種の間で共有していること。 

 

＜留意事項＞ 

②本加算における、「同意を得た日」とは、通所リハビリテーションサービスの利用にあた

り、初めて通所リハビリテーション計画を作成して同意を得た日をいい、当該計画の見

直しの際に同意を得た日とは異なることに留意すること。 

③利用者の同意を得た日の属する月から起算して６月を超えた場合であって、指定通所リ

ハビリテーションのサービスを終了後に、病院等への入院又は他の居宅サービス等の利

用を経て、同一の指定通所リハビリテーション事業所を再度利用した場合は、リハビリ

テーションマネジメント加算イ（１）、ロ（１）、ハ（１）を再算定することはできず、

加算イ（２）、ロ（２）、ハ（２）を算定すること。 

ただし、疾病が再発するなどにより入院が必要になった状態又は医師が集中的な医学

的管理を含めた支援が必要と判断した等の状態の変化に伴う、やむを得ない理由がある
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場合であって、利用者又は家族が合意した場合には、加算イ（１）、ロ（１）、ハ（１）

を再算定できるものであること。 

④リハビリテーション会議の構成員は、利用者及びその家族を基本としつつ、医師、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案に位置付

けた指定居宅サービス等の担当者、看護師、准看護師、介護職員、介護予防・日常生活

支援総合事業のサービス担当者及び保健師等とすること。また、必要に応じて歯科医師、

管理栄養士、歯科衛生士等が参加すること。 

なお、利用者の家族について、家庭内暴力等により参加が望ましくない場合や、遠方

に住んでいる等のやむを得ない事情がある場合においては、必ずしもその参加を求める

ものではないこと。 

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、構成員がリハビリテー

ション会議を欠席した場合は、速やかに当該会議の内容について欠席者との情報共有を

図ること。 

⑤リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュ

ニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるものとす

る。ただし、利用者又はその家族（以下「利用者等」という。）が参加する場合にあって

は、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ

イン」等に対応していること。 

⑧リハビリテーションマネジメント加算（ハ）について 

イ 栄養アセスメントにおける考え方は、栄養アセスメント加算についてと同様である

ので参照されたい。 

ロ 口腔の健康状態の評価における考え方は、口腔機能向上加算についてと同様である

ので参照されたい。 

ハ リハビリテーション、口腔、栄養の一体的取組についての基本的な考え方は別途通

知（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）

を参考とし、関係職種間で共有すべき情報は、同通知の様式１－１を参考とした上で、

常に当該事業所の関係職種により閲覧が可能であるようにすること。 

 

（７）口腔機能向上加算 

別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号・３０）に適合し

ているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行い、かつ、口腔機能が低下している利用者又はそのおそ

れのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施され

る口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であ

って、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下「口腔機能向

上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加算として、当該基準に掲げる区分

に従い、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定せず、リハビリテーションマネジメント加算（ハ）を算定
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している場合は、口腔機能向上加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）ロは算定しない。また、口腔機能向

上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、

口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続

き算定することができる。 

（１）口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位 

（２）口腔機能向上加算（Ⅱ） 

（一）口腔機能向上加算（Ⅱ）イ １５５単位 

（二）口腔機能向上加算（Ⅱ）ロ １６０単位 

 

＜算定要件＞ 

イ 口腔機能向上加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を一名以上配置していること。 

（２）利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介

護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指

導計画を作成していること。 

（３）利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職

員が口腔機能向上サービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録

していること。 

（４）利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

（５）通所介護費等算定方法第二号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

ロ 口腔機能向上加算（Ⅱ）イ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）リハビリテーションマネジメント加算（ハ）を算定していること。 

（２）イ（１）から（５）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（３）利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の内容等の情報を厚生労働省に提出し、

口腔機能向上サービスの実施に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ

有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

ハ 口腔機能向上加算（Ⅱ）ロ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）リハビリテーションマネジメント加算（ハ）を算定していないこと。 

（２）イ（１）から（５）まで及びロ（３）に掲げる基準に適合すること。 

 

＜留意事項＞ 

④利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることか

ら、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報提供、

受診勧奨などの適切な措置を講じることとする。なお、介護保険の口腔機能向上サービ

スとして「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合にあ

っては、加算は算定できない。 

⑤口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。た

だし、リハビリテーションマネジメント加算（ハ）においてイ並びにロの利用者の口腔

機能等の口腔の健康状態及び解決すべき課題の把握を実施している場合は、ロの口腔機

能改善管理指導計画を作成以降の手順を行うものとする。その場合は、口腔機能向上加

算（Ⅱ）イを算定する。なお、口腔機能向上加算（Ⅱ）イの算定に当たっては、リハビ



20 

リテーションや栄養に係る評価を踏まえて口腔改善管理指導計画を作成すること。 

イ 利用者ごとの口腔機能等の口腔の健康状態を、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって、利用者ごと

の口腔衛生、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、歯

科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して取り組むべ

き事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成すること。作成した口腔機能改

善管理指導計画については、口腔機能向上サービスの対象となる利用者又はその家族

に説明し、その同意を得ること。なお、通所リハビリテーションにおいては、口腔機

能改善管理指導計画に相当する内容を通所リハビリテーション計画の中に記載する

場合は、その記載をもって口腔機能改善管理指導計画の作成に代えることができるも

のとすること。 

ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等が利

用者ごとに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改善管理指導計

画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、

おおむね３月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を

担当する介護支援専門員や主治の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 

ホ 指定居宅サービス基準第１０５条において準用する第１９条に規定するサービス

の提供の記録において利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯

科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録する場合は、当該記録とは

別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔機能を定期的に記録する必要は

ないものとすること。 

⑧厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ただし、口

腔機能向上加算（Ⅱ）イについては、リハビリテーションマネジメント加算（ハ）にお

いてＬＩＦＥへの情報提出を行っている場合は、同一の提出情報に限りいずれかの提出

で差し支えない。 

 

（８）科学的介護推進体制加算 

＜令和６年３月１５日老老発０３１５第４号＞ 

第２ ＬＩＦＥへの情報提出頻度及び提出情報について 

１ 科学的介護推進体制加算 

（１）ＬＩＦＥへの情報提出頻度について 

ウ ア又はイの月のほか、少なくとも３月ごと 

 

（９）退院時共同指導加算 ６００単位 

病院又は診療所に入院中の者が退院するに当たり、指定通所リハビリテーション事業所

の医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファレンスに参加

し、退院時共同指導（病院又は診療所の主治の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士その他の従業者との間で当該者の状況等に関する情報を相互に共有した上で、当該者又

はその家族に対して、在宅でのリハビリテーションに必要な指導を共同して行い、その内

容を在宅での通所リハビリテーション計画に反映させることをいう。）を行った後に、当該
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者に対する初回の指定通所リハビリテーションを行った場合に、当該退院につき 1回に限

り、所定単位数を加算する。 

 

＜留意事項＞ 

①通所リハビリテーションにおける退院時共同指導とは、病院又は診療所の主治の医師、

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の従業者との間で当該者の状況等に関する

情報を相互に共有した上で、当該者又はその家族に対して、在宅でのリハビリテーショ

ンに必要な指導を共同して行い、その内容を在宅での通所リハビリテーション計画に反

映させることをいう。 

②退院時共同指導は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、

テレビ電話装置等の活用について当該者又はその家族の同意を得なければならない。こ

の際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適

切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。 

③退院時共同指導を行った場合は、その内容を記録すること。 

④当該利用者が通所及び訪問リハビリテーション事業所を利用する場合において、各事業

所の医師等がそれぞれ退院前カンファレンスに参加し、退院時共同指導を行った場合

は、各事業所において当該加算を算定可能である。ただし、通所及び訪問リハビリテー

ション事業所が一体的に運営されている場合においては、併算定できない。 

 

（１０）介護職員等処遇改善加算 

１ 別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号・３４）に適合

する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織を使用す

る方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通

所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定通所リハビリテーションを行った

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。 

（１）介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 算定した単位数の１０００分の８６に相当する

単位数 

（２）介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 算定した単位数の１０００分の８３に相当する

単位数 

（３）介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 算定した単位数の１０００分の６６に相当する

単位数 

（４）介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 算定した単位数の１０００分の５３に相当する

単位数 

 

２ 令和７年３月３１日までの間、別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働

省告示第９５号・３４）に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める

様式による届出を行った指定通所リハビリテーション事業所（１の加算を算定している
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ものを除く。）が、利用者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 

（１）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１） 算定した単位数の１０００分の７６に相当

する単位数 

（２）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２） 算定した単位数の１０００分の７３に相当

する単位数 

（３）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３） 算定した単位数の１０００分の７３に相当

する単位数 

（４）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４） 算定した単位数の１０００分の７０に相当

する単位数 

（５）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５） 算定した単位数の１０００分の６３に相当

する単位数 

（６）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６） 算定した単位数の１０００分の６０に相当

する単位数 

（７）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７） 算定した単位数の１０００分の５８に相当

する単位数 

（８）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８） 算定した単位数の１０００分の５６に相当

する単位数 

（９）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９） 算定した単位数の１０００分の５５に相当

する単位数 

（１０）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０） 算定した単位数の１０００分の４８に

相当する単位数 

（１１）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１） 算定した単位数の１０００分の４３に

相当する単位数 

（１２）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２） 算定した単位数の１０００分の４５に

相当する単位数 

（１３）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３） 算定した単位数の１０００分の３８に

相当する単位数 

（１４）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４） 算定した単位数の１０００分の２８に

相当する単位数 

 

＜算定要件＞ 

イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）介護職員その他の職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改善」という。）

について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込

額（賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加分を含むことができる。以下同

じ。）が介護職員等処遇改善加算の算定見込額以上となる賃金改善に関する計画を策

定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

（一）当該指定通所リハビリテーション事業所が仮に介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）を
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算定した場合に算定することが見込まれる額の２分の１以上を基本給又は決まっ

て毎月支払われる手当に充てるものであること。 

（二）当該指定訪問介護事業所において、介護福祉士であって、経験及び技能を有する

介護職員と認められる者（以下「経験・技能のある介護職員」という。）のうち１人

は、賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円以上であること。ただし、介護職

員等処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改

善が困難である場合はこの限りでないこと。 

（２）当該指定通所リハビリテーション事業所において、（１）の賃金改善に関する計画、

当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画

等を記載した介護職員等処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、都道府県知

事に届け出ていること。 

（３）介護職員等処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経

営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該事業所

の職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ない

が、その内容について都道府県知事に届け出ること。 

（４）当該指定通所リハビリテーション事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職

員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。 

（５）算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最

低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、罰金以

上の刑に処せられていないこと。 

（６）当該指定通所リハビリテーション事業所において、労働保険料（労働保険の保険料

の徴収等に関する法律第１０条第２項に規定する労働保険料をいう。以下同じ。）の納

付が適正に行われていること。 

（７）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（一）介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関す

るものを含む。）を定めていること。 

（二）（一）の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（三）介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施

又は研修の機会を確保していること。 

（四）（三）について、全ての介護職員に周知していること。 

（五）介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき

定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。 

（六）（五）について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（８）（２）の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃金改善に関す

るものを除く。）及び当該職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知

していること。 

（９）（８）の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法によ

り公表していること。 

（１０）通所リハビリテーション費におけるサービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）

のいずれかを届け出ていること。 

ロ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） イ（１）から（９）までに掲げる基準のいずれにも
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適合すること。 

ハ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） イ （１）（一）及び（２）から（８）までに掲げる

基準のいずれにも適合すること。 

ニ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） イ（１）（一）、（２）から（６）まで、（７）（一）か

ら（四）まで及び（８）に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

ホ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準等の一部を改正する告示（令和６年厚生労働省告示第８６号）による改正前の

指定居宅サービス介護給付費単位数表（以下「旧指定居宅サービス介護給付費単位数

表」という。）の通所リハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）及び

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）を届け出ており、かつ、介護職員等ベースアップ

等支援加算を届け出ていないこと。 

（２）イ（１）（二）及び（２）から（１０）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

ヘ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）、介護職員等特定処遇改善加

算（Ⅰ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていること。 

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）まで及び（８）から（１

０）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

ト 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等特定処遇改

善加算（Ⅱ）を届け出ており、かつ、介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出て

いないこと。 

（２）イ（１）（二）及び（２）から（９）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

チ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）、介護職員等特定処遇改善加

算（Ⅱ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていること。 

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）まで、（８）及び（９）

に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

リ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）及び介護職員等特定処遇改

善加算（Ⅰ）を届け出ており、かつ、介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出て

いないこと。 

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）まで及び（８）から（１

０）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

ヌ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）及び介護職員等特定処遇改
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善加算（Ⅱ）を届け出ており、かつ、介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出て

いないこと。 

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）まで、（８）及び（９）

に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

ル 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）、介護職員等特定処遇改善加

算（Ⅰ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていること。 

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで及び（８）から（１０）までに掲げる基準のい

ずれにも適合すること。 

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関

するものを含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実

施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

ヲ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）を届け出ており、かつ、介

護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算

を届け出ていないこと。 

（２）イ（１）（（一）及び（二）に係る部分を除く。）及び（２）から（８）までに掲げる

基準のいずれにも適合すること。 

ワ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）、介護職員等特定処遇改善加

算（Ⅱ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていること。 

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（８）及び（９）に掲げる基準のいずれにも

適合すること。 

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関

するものを含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実

施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 
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カ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）及び介護職員等特定処遇改

善加算（Ⅰ）を届け出ており、かつ、介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出て

いないこと。 

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで及び（８）から（１０）までに掲げる基準のい

ずれにも適合すること。 

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関

するものを含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実

施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

ヨ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）を届け出ており、かつ、介

護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算

を届け出ていないこと。 

（２）イ（１）（（一）及び（二）に係る部分を除く。）、（２）から（６）まで、（７）（一）

から（四）まで及び（８）に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

タ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）及び介護職員等特定処遇改

善加算（Ⅱ）を届け出ており、かつ、介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出て

いないこと。 

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（８）及び（９）に掲げる基準のいずれにも

適合すること。 

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関

するものを含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実

施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

レ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ



27 

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）及び介護職員等ベースアッ

プ等支援加算を届け出ており、かつ、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）

を届け出ていないこと。 

（２）イ（１）（（一）及び（二）に係る部分を除く。）、（２）から（６）まで及び（８）に

掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関

するものを含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実

施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

ソ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リ

ハビリテーション費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）を届け出ており、かつ、介

護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算

を届け出ていないこと。 

（２）イ（１）（（一）及び（二）に係る部分を除く。）、（２）から（６）まで及び（８）に

掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関

するものを含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実

施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

 

※詳細は、「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様

式例の提示について」（令和６年３月１５日・老発０３１５第２号・厚生労働省老健局長

通知）を参照すること。 

 

（１１）利用期間が１２月を超えた場合の減算 

利用者に対して、別に厚生労働大臣が定める要件（平成２７年厚生労働省告示第９４号・

８２）を満たさない場合であって、指定介護予防通所リハビリテーションの利用を開始し

た日の属する月から起算して１２月を超えて指定介護予防通所リハビリテーションを行

うときは、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数から減算する。 

（１）要支援１ １２０単位 
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（２）要支援２ ２４０単位 

 

＜算定要件＞ 

次に掲げる基準のいずれにも該当すること。 

イ ３月に１回以上、当該利用者に係るリハビリテーション会議を開催し、リハビリテ

ーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を構成員と共有し、

当該リハビリテーション会議の内容を記録するとともに、当該利用者の状態の変化に

応じ、介護予防通所リハビリテーション計画を見直していること。 

ロ 当該利用者ごとの介護予防通所リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚

生労働省に提出し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリ

テーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

 

＜留意事項＞ 

①指定介護予防通所リハビリテーションの利用が１２月を超える場合は、指定介護予防通

所リハビリテーション費から要支援１の場合１２０単位、要支援２の場合２４０単位減

算する。ただし、厚生労働大臣が定める基準をいずれも満たす場合においては、リハビ

リテーションマネジメントのもと、リハビリテーションを継続していると考えられるこ

とから、減算は行わない。 

②リハビリテーション会議の開催については、指定訪問リハビリテーションと同じである

ことから、別途通知（「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通

所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」）を参照

すること。 

③厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへ

の提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に

関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用

し、ＳＰＤＣＡサイクルにより、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に

資するため、適宜活用されるものである。 

④なお、入院による中断があり、医師の指示内容に変更がある場合は、新たに利用が開始

されたものとする。 

 

（１２）運動器機能向上加算 

運動器機能向上加算を廃止し、基本報酬へ包括する。 

＜留意事項＞ 

⑧利用者の運動器の機能向上を目的として個別的に実施されるリハビリテーションであ

って、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下、「運動器機

能向上サービス」という。）を提供すること。 

⑨運動器機能向上サービスについては、以下のアからエまでに掲げるとおり、実施するこ

と。 
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ア 利用者の運動器機能、利用者のニーズ、サービスの提供に当たって考慮すべきリス

クを利用開始時に把握し、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、

介護職員その他の職種の者が共同して、運動器機能向上計画を作成していること。ま

た、作成した運動器機能向上計画については、運動器機能向上サービスの提供による

効果、リスク、緊急時の対応等と併せて、利用者に分かりやすい形で説明し、その同

意を得ること。なお、運動器機能向上計画に相当する内容をリハビリテーション計画

書の中にそれぞれ記載する場合は、その記載をもって運動器機能向上計画の作成に代

えることができるものとすること。 

イ 運動器機能向上計画に基づき、利用者ごとに運動器機能向上サービスを提供するこ

と。その際、提供する運動器機能向上サービスについては、国内外の文献等において

介護予防の観点からの有効性が確認されている等の適切なものとすること。また、運

動器機能向上計画に実施上の問題点（運動の種類の変更の必要性、実施頻度の変更の

必要性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ウ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い、医師又は医師の指示を受けた理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士若しくは看護職員が運動器機能向上サービスを行って

いるとともに、利用者の運動器の機能を定期的に記録していること。ただし、介護予

防通所リハビリテーションの提供の記録として、運動器機能を定期的に記載している

場合は、当該の記載をもって、本要件を満たしているものとする。 

エ おおむね１月間ごとに、利用者の短期目標の達成度と客観的な運動器の機能の状況

についてモニタリングを行うとともに、利用者毎の運動器機能向上計画の進捗状況を

定期的に評価し、必要に応じて、運動器機能向上計画の修正を行うこと。 

 

（１３）一体的サービス提供加算 ４８０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号・１０９）に適合

しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老

健局長が定める様式による届出を行った指定介護予防通所リハビリテーション事業所が、

利用者に対し、栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスをいずれも実施した場合に、

１月につき所定単位数を加算する。ただし、栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定し

ている場合は、算定しない。 

 

＜算定要件＞ 

イ 指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所リハビリテーション費の

栄養改善加算の注に掲げる基準及び口腔機能向上加算の注に掲げる別に厚生労働大臣

が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て栄養改善サービス及

び口腔機能向上サービスを実施していること。 

ロ 利用者が指定介護予防通所リハビリテーションの提供を受けた日において、当該利用

者に対し、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービスのうちいずれかのサービスを行

う日を、一月につき二回以上設けていること。 
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７ その他 

◎送迎の取扱いについて 

＜令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Ｖｏｌ．１）（令和６年３月１５日）＞ 

○送迎減算① 送迎の範囲について 

問６５ 

通所系サービスにおける送迎において、事業所から利用者の居宅以外の場所（例え

ば、親族の家等）へ送迎した際に送迎減算を適用しないことは可能か。 

（答） 

利用者の送迎については、利用者の居宅と事業所間の送迎を原則とするが、利用者

の居住実態がある場所において、事業所のサービス提供範囲内等運営上支障がなく、

利用者と利用者家族それぞれの同意が得られている場合に限り、事業所と当該場所

間の送迎については、送迎減算を適用しない。 

 

○送迎減算② 同乗について 

問６６ 

Ａ事業所の利用者について、Ｂ事業所の従業者が当該利用者の居宅とＡ事業所と

の間の送迎を行った場合、送迎減算は適用されるのか。また、Ｂ事業所の従業者が送

迎を行う際に、Ａ事業所とＢ事業所の利用者を同乗させることは可能か。 

（答） 

送迎減算は、送迎を行う利用者が利用している事業所の従業者（問中の事例であれ

ば、Ａ事業所の従業者）が当該利用者の居宅と事業所間の送迎を実施していない場合

に適用されるものであることから、適用される。ただし、Ｂ事業所の従業者がＡ事業

所と雇用契約を締結している場合は、Ａ事業所の従業者（かつＢ事業所の従業者）が

送迎を実施しているものと解されるため、この限りではない。 

上記のような、雇用契約を結んだ上でのＡ事業所とＢ事業所の利用者の同乗につ

いては、事業所間において同乗にかかる条件（費用負担、責任の所在等）をそれぞれ

の合議のうえ決定している場合には、利用者を同乗させることは差し支えない。また、

障害福祉事業所の利用者の同乗も可能であるが、送迎範囲は利用者の利便性を損な

うことのない範囲並びに各事業所の通常の事業実施地域範囲内とする。 

 

○送迎減算③共同委託について 

問６７ 

Ａ事業所の利用者について、Ａ事業所が送迎に係る業務を委託した事業者により、

当該利用者の居宅とＡ事業所との間の送迎が行われた場合、送迎減算は適用される

のか。また、複数の事業所で第三者に共同で送迎を委託する場合、各事業所の利用者

を同乗させることは可能か。 

（答） 

指定通所介護等事業者は、指定通所介護等事業所ごとに、当該指定通所介護等事業

所の従業者によって指定通所介護等を提供しなければならないこととされている。

ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務についてはこの限りではないこ

とから、各通所介護等事業所の状況に応じ、送迎に係る業務について第三者へ委託等
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を行うことも可能である。なお、問中の事例について、送迎に係る業務が委託され、

受託した事業者により、利用者の居宅と事業所との間の送迎が行われた場合は、送迎

減算は適用されない。 

別の事業所へ委託する場合や複数の事業所で共同委託を行う場合も、事業者間に

おいて同乗にかかる条件（費用負担、責任の所在等）をそれぞれの合議のうえ決定し

ている場合には、利用者を同乗させることは差し支えない。また、障害福祉事業所の

利用者の同乗も可能であるが、送迎範囲は利用者の利便性を損なうことのない範囲

並びに各事業所の通常の事業実施地域範囲内とする。 

 

※問６５～６７について、介護予防通所リハビリテーションにおいては送迎減算の

設定がないが、同様の取扱いとする。 


